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京都こども文化会館は 1979 年の国際児童年を記念して、多くの府民や市民、また演劇団

体などの要望を受け京都府と京都市が 1982 年に共同で設置し、長年にわたり子どもたちの

文化の育みの場所として、また青少年の健全育成の場所として大きな役割を果たしてきた。 

 ところが京都府と京都市は大規模改修等の投資に府民の理解が得られないことなどを理

由として、11 月 13 日で閉館を強行した。 

 コロナで子どもたちが生の文化に接する機会が何よりも公的に保障されなければならな

い時に、そしてコロナで館の使用ができずに、演奏会やイベントを延期し、再開を待ち望ん

でいた利用者にも何の説明もなく閉館された。 

 「20 年間、毎年ホールで歌ってきたのに、コロナで春のコンサートが延期になり、その

まま舞台を奪われた」との合唱団の声、「ありがとうイベントでも多くの方が名残を惜しん

でいた。商店街から子どもの姿がなくなる」などの声が相次いだ。 

 閉館が発表された後も、短期間で 3,500 筆を超える署名が知事と京都市長あてに提出さ

れ、閉館後も、京都こども文化会館の存続と再開を求める運動は継続している。 

 そもそも施設の老朽化と耐震性能の低さなどが閉館の最大の理由となっているが、今年 4

月に公開された京都府と京都市の報告書では業者から「多くの不良個所が長期にわたって

改修されることなく放置されています」と指摘されているように老朽化を放置してきた京

都府と京都市の責任が問われている。 

 しかも京都スタジアムや北山エリアの開発など、一部の民間企業の利益につながる事業

には数百億円の税金を投入する一方で、子どもの文化施設には 10 億円の改修費用さえかけ

ないことこそ、府民の理解は得られないものである。 

 京都市は建物の除却を京都府に求めているが、学校の跡地などでもその活用方法が決定

してから解体工事を行うのが通常で、活用方法も決まらない中で除却を急ぐのはきわめて

異例のことである。年度途中の突然の閉館や、早急な京都市の除却要請がなぜ行われるのか、

その真相の解明も必要である。 

 京都府として、京都こども文化会館の存続・再開のためにあらゆる努力を行うべきである。 

  

  


